
専門職大学院設置基準等の一部を改正する省令等について専門職大学院設置基準等の一部を改正する省令等について

現在、教員に最も求められていることは、広く国民や社会から尊敬と信頼を
得られる存在となること。教員養成の改革は他の改革の出発点として重要。

教員養成に特化した専門職大学院である「教職大学院」「教職大学院」制度を創設

①①実践的な指導力を備えた新人教員の養成実践的な指導力を備えた新人教員の養成
②②現職教員を対象に、スクールリーダー（中核的中堅教員）の養成現職教員を対象に、スクールリーダー（中核的中堅教員）の養成

を行うとともに、力量ある教員養成のモデルを制度的に提示することにより、
学部段階をはじめとする教員養成に対してより効果的な取組を促す。

「今後の教員養成・免許制度の在り方について」（中教審答申18.7.11）

省令・告示の改正内容

平成１９年３月１日

 

専門職大学院設置基準等改正
平成２０年４月から

 

開学可能に

◎専門職大学院設置基準専門職大学院設置基準の改正

○名称：「教職大学院」

○教職大学院の標準修業年限：２年

（但し、１年以上２年未満の短期履修コース、２年以上の長期在学

コースの設定も可能）

○教職大学院の修了要件：２年以上在学し、４５単位以上修得

（うち１０単位以上は小学校等を活用した小学校等の教育に関する

実習とする）

○教職大学院は連携協力を行う小学校等（連携協力校）を確保

◎学位規則学位規則の改正

○教職大学院の授与する学位：「教職修士（専門職）」

◎専門職大学院に関し必要な事項について定める件専門職大学院に関し必要な事項について定める件（告示）

○実務家教員の割合：４割以上

（小学校等の教員としての実務の経験を有する者を中心に構成）

○教育課程：体系的に開設すべき授業科目の領域（５領域）を設定

◎学位の種類及び分野の変更等に関する基準学位の種類及び分野の変更等に関する基準（告示）
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